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令和３年６月 24 日 

消費者関連情報の提供の在り方検討ワーキング・グループ 

事業者・地方公共団体ヒアリング結果まとめ 

 

１ 事業者ヒアリング結果まとめ      ※ヒアリング順 

（１）株式会社イトーヨーカ堂 

（２）ヤマトホールディングス株式会社 

（３）日本生活協同組合連合会 ・ エフコープ生活協同組合 

（４）トヨタ自動車株式会社「トヨタ消費生活アドバイザーの会」 

（５）トヨタ自動車株式会社「この町いちばん活動」 

（６）株式会社ファミリーマート 

（７）大和リース株式会社 

（８）京都信用金庫 

（９）株式会社高知銀行 

 

２ 地方公共団体ヒアリング結果まとめ   ※ヒアリング順 

（１）徳島県 

（２）横浜市 

（３）大阪府 

 

  

資料１ 
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１ 事業者ヒアリング結果まとめ 

（１）株式会社イトーヨーカ堂 

「本業を通じた地域貢献の取組」 （ヒアリング日：令和３年３月８日） 

 

●取組の目的 

創業の精神“目指すべき姿”―「買う」だけではなく、「集う」「食べる」「遊ぶ」

「学ぶ」「相談する」などの新たな価値を提供し、社会の活力や課題解決につなげ、

“地域になくてはならない存在”となる。 

 
目指すべき姿を踏まえ、本業を通じた社会課題へ対応すべく、地方公共団体との連

携も行っている。 

 

●社内体制 

地域行政との連携は、地域行政推進担当として現地に管理統括マネジャーを配置

し、本部（経営企画室ＣＳＲ・ＳＤＧｓ推進部）が全体統括と地域貢献活動のフォロ

ーを行うという社内体制で取り組んでいる。 
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●地域行政との連携体制 

連携の際、行政の各部門と個別にやり取りするわけではなく、行政もイトーヨーカ

堂も共に窓口を一本化することにより、生産性の高い議論を行い横断的な取組を推進

している。 

 

●取組事例 

地域・社会課題の解決に向け、地域行政と連携し認知症啓発イベントや市政情報の

発信など、本業とは直接関係のないさまざまな取組を行っている。 

 

消費者委員会「第 26 回地方消費者行政専門調査会 令和元年 12 月 24 日」 

株式会社イトーヨーカ堂提出資料より抜粋 



 

4 
 

●取組のメリット 

本業を通じた社会課題解決により、地域・社会の価値と企業の価値の双方が創出さ

れる。企業の価値としては、集客効果が見込まれる、企業に対する信頼が高まる、地

域との関係強化が見込まれるなど。 

 

 

■ ＷＧとしてのまとめ 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

◎本業を通じた地域貢献の取組を全国的に取り組んでいる。 

◎現地の行政との連携は管理統括マネジャーを配置、本部が全体統括とフォロー。 

◎現地の行政と現地のイトーヨーカ堂双方ともに窓口を一本化。 

◎地域・社会課題解決に向け現地の行政と連携し、認知症啓発イベントや市政情報発

信など、店舗スペースを活用し本業とは直接関係のないテーマのイベントなどの取

組を実施。 

◎地域・社会課題の解決への取組は、集客効果、企業価値の向上、住民をはじめとし

た地域のステークホルダーとの関係強化などのメリットもある。 
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（２）ヤマトホールディングス株式会社 

「地域共創事業」 (ヒアリング日：令和３年３月８日) 

 

●取組の目的 

持続可能な社会の実現に向けて、従来のデリバリー企業ではなく「より便利で快適

な生活関連サービスを創造する」企業へと変わる。時代の変化から生まれるニーズに

応え、たくさんの社会的な課題の解決を目指し、ヤマトグループの持つ全国をカバー

するネットワークやノウハウ等を活かし、より良いサービスや商品の提供により社会

の役に立つ。 
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●地域共創による新規事業 

東京都多摩市と千葉県松戸市において、地域共創による新規事業「ネコサポ」を事

業化し、行政とも連携して取り組んでいる。 
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●地域共創事業における取組事例 

ネコサポのスペースと機能を活用し、本業とは直接関係のないさまざまな住民向け

のイベントを他の事業者や住民と連携して開催している。 

 

 

■ ＷＧとしてのまとめ 

 

 

 

 

 

 

 

◎従来のデリバリー事業ではなく、地域共創による新しいサービスの創造に取り組

んでいる。地域・社会課題の解決に向けて、自社の持つ機能やノウハウを活かした

“事業化”を実現。 

◎「ネコサポ」を拠点に、地域の「総合生活サポートのプラットフォーマー」として、

地域の行政や他の事業者などと連携し様々なサービスを提供。 

◎店舗スペースを活用し、本業とは直接関係のないテーマのイベントなどを他の事業

者や住民と連携して開催。 
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（３）日本生活協同組合連合会 ・ エフコープ生活協同組合 

「生協の本業を通じた地域貢献の取組」 （ヒアリング日：令和３年３月 31 日） 

 

●取組の概要 

生協は、普段のくらしを支えるインフラとして地域社会に貢献しているだけでな

く、宅配事業のインフラを活用した「地域見守り活動」など、本業を通じた地域貢献

活動を積極的に行っている。 

 

●包括連携協定の拡大 

最近では包括的な連携協定を多くの都道府県と締結し、締結分野も多岐にわたる。 
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●取組事例 

生協ではさまざまな地域貢献活動が行われているが、エフコープにおいては消費者

行政分野の取組も行われており、消費者被害防止チラシの配布や詐欺被害防止学習会

の開催などが行われている。 
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●行政への要望 

現在でも行政と連携し積極的に地域・社会貢献活動を進めている生協が、その取組

をより充実化するためには行政との一層のコミュニケーションが必要。

 

 

■ ＷＧとしてのまとめ 

 

 

 

 

 

 

 

  

◎生協は、事業者の中でも特に積極的に地域貢献活動を行っており、行政との連

携も活発に行われており、その分野も多岐にわたる。 

◎消費者行政分野の取組も行われており、消費者被害防止チラシの配布や詐欺被

害防止学習会の開催などが行われている。 

◎生協の地域・社会貢献活動をより充実化するためには、行政との一層のコミュ

ニケーションが必要。 
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（４）トヨタ自動車株式会社 

「トヨタ消費生活アドバイザーの会」 （ヒアリング日：令和３年４月 21 日） 

 

●取組の目的 

消費生活アドバイザー資格者の知識・感性を活かし、お客様（消費者）志向の向上

に貢献する。 

 

●活動内容 

社員としての自覚と責任感の醸成やお客様目線でのツールの検証など、会社全体へ

お客様第一の意識を浸透させ事業に活かしている。 
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●資格の合格者数 

累計で 500 名近くの社員が資格を取得。営業やカスタマーサービス部門よりも、開

発・製造・技術部門の資格保有者の方が多い。 
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●取組事例 

お客様が見て触れるカタログやホームページ等をより分かりやすいものにし、お客

様満足度を向上させるため、関係部署と連携して改善を行っている。 

 

 

■ ＷＧとしてのまとめ 

 

 

 

 

 

 

 

◎会社全体へお客様第一の意識を浸透させるために、消費生活アドバイザー資格

という公的なツールを用いて取り組んでいる。 

◎社員としての自覚と責任感の醸成や、お客様目線でのツールの検証など、資

格者の知識・感性を実際に事業活動に活かしている。 

◎お客様が見て触れるカタログやホームページ等をより分かりやすいものにする

ため、資格者が関係部署と連携して改善を行っており、お客様満足度向上が図

られている。 

◎資格者が特定の部門に偏らず幅広い部署にいるため、お客様との接点が多い営

業やカスタマーサービス部門だけでなく、さまざまな業務においてお客様目線

での取組がなされている。 
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（５）トヨタ自動車株式会社 

「この町いちばん活動」 （ヒアリング日：令和３年４月 21 日） ※資料非公開 

 

●取組の目的 

トヨタの全国 6,000 店舗のネットワークと、これまで築き上げたお客様との信頼関

係を活かし、地域の「困りごと」を解決する。お客様・地域の困りごとに対して、５

つの分野「移動手段の提供」「日常生活の支援」「地域コミュニティの形成」「商業・

観光振興」「災害支援・防災力強化」を軸に取組を推進。 

 

●取組の体制 

地域の事業者である販売店（ディーラー）の地域・社会貢献の取組を支援するた

め、トヨタ自動車（国内営業部この町いちばん活動支援グループ）が取組をメニュー

化し、販売店に提供・支援を行っている。地域・社会貢献の取組は、地域の販売店が

中心となり地域の行政や団体等と連携して取り組んでいる。 

 

●取組事例、メリット 

地域の販売店が中心となり地域の行政や団体等と連携し、販売店の店舗スペースを

活用し、地域住民向けに防災セミナーやスマホ教室などのイベントを定期的に開催。

告知・ＰＲは地域行政や公共団体が行い、地域の他の事業者がイベントの運営を行う

こともある。 

販売店・トヨタ自動車が地域に貢献できるだけでなく、地域とのつながりを深める

ことによって地域住民等との新規接点が創出されるメリットがある。 

 

■ ＷＧとしてのまとめ 

 

 

 

 

 

 

 

  

◎トヨタの持つネットワークや技術、これまで築き上げた信頼などを活かし、地

域の「困りごと」を解決するためにさまざまな取組を行っている。 

◎地域の事業者である販売店の地域・社会貢献の取組を支援するため、トヨタ

自動車（国内営業部この町いちばん活動支援グループ）が取組をメニュー化

し、販売店に提供・支援を行っている。 

◎販売店・トヨタ自動車が地域に貢献できるだけでなく、地域とのつながりを

深めることによって地域住民等との新規接点が創出されるメリットがある。 
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（６）株式会社ファミリーマート 

「持続可能な社会に向けて～ＣＳＲ活動」（ヒアリング日：令和３年４月 21 日） 

 

●取組の目的 

地域と加盟店とが、「利便性」に加えて様々な地域社会の課題解決に協力すること

で「心理的な近さ」を感じていただきどこよりも「親しみやすさ」を感じていただけ

ることを目指して、様々なＣＳＲ活動を展開している。 

 

●取組の体制、概要 

地域の事業者である加盟店（コンビニエンスストア）の地域・社会貢献の取組を行

うために、ファミリーマート（管理本部サステナビリティ推進部）が取組をメニュー

化し、加盟店に提案し加盟店と共に取組を行っている。 
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●取組事例 

警察からの特殊詐欺被害防止の協力依頼に対し、提供されたポスターの掲示だけに

留まらず、Ｆａｍｉポート（顧客用マルチメディア端末）や加盟店の従業員向けの自

社専用のツールを作成し、より多くの顧客や加盟店の従業員の目に触れるように工夫

している。 

 

加盟店が実際に詐欺被害の防止に貢献した場合、ファミリーマート本部からの表彰

や社長からの感謝状授与を行うなど、加盟店が地域社会に貢献しているという実感を

得られるような取組を行っている。 

 

他の取組事例として「ファミマサークル」では、高齢者ドライバーによる交通事故

や特殊詐欺被害の未然防止等のために、加盟店のイートインスペースを活用して、警

察官による講習会を開催している。 
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●苦労した点、要望事項 

地域の加盟店での講習会の開催にあたり、ファミリーマート本部が地域行政との連

携を行うが、このような取組を行う事業者向けの窓口がなく（見つからず）、行政の

窓口一本化や講師・ガイドがスムーズに手配されると、取組がより推進しやすくな

る。 

 

 

■ ＷＧとしてのまとめ 

 

 

 

 

 

 

 

  

◎地域の事業者である加盟店（コンビニエンスストア）の地域・社会貢献の取組

を行うために、ファミリーマート（管理本部サステナビリティ推進部）が取組

をメニュー化し、加盟店に提案し加盟店と共に取組を行っている。 

◎警察から提供されたポスターの掲示だけに留まらず、Ｆａｍｉポート（顧客用

マルチメディア端末）や加盟店の従業員向けの自社専用のツールを作成し、よ

り多くの顧客や加盟店の従業員の目に触れるように工夫している。 

◎加盟店のイートインスペースを活用し、警察官による講習会を開催している。 

◎このような取組を行う事業者向けの窓口がなく（見つからず）、行政の窓口一

本化や講師・ガイドがスムーズに手配されると、取組がより推進しやすくな

る。 
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（７）大和リース株式会社 

「地域活性化事業～まちスポ」 （ヒアリング日：令和３年４月 21 日） 

 

●取組の目的 

商業施設（ショッピングセンター）は社会インフラ＝公器であるという認識の下、

単なる買い物の場から地域コミュニティ創出の場とすることを目的に設立。 

 

 

 

●特定非営利活動法人「まちづくりスポット」の運営組織形態 

大和リースが所有し運営する商業施設内に、地域の住民やＮＰＯなどが交流できる

スペースを設け、その交流スペース「まちスポ」を運営するために地域のＮＰＯと協

働で新たなＮＰＯ「まちづくりスポット」を設立。 

商業施設内の交流スペース「まちスポ」を地域の住民やＮＰＯなどに提供するだけ

でなく、新たなＮＰＯ「まちづくりスポット」に大和リースの社員が運営に参画し、

「ヒト・モノ・カネ・情報」の提供も行うことにより、地域の様々な活動に対してス

ピーディーな支援体制を構築している。 
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●「まちスポ」のスキーム 

新たに設立したＮＰＯ「まちづくりスポット」は、地域の商店街、住民、ＮＰＯ、

テナント企業、学校のほか地域行政とも連携し、商業施設内の交流スペースを活用し

た情報発信などの取組をそれぞれと連携して実行している。 

現在、大和リースの全国 11 か所の商業施設で展開・事業化されている。商業施設

に地域コミュニティ創出の場ができることにより、商業施設の魅力アップ（集客力の

向上等）が図られ、商業施設のテナント企業へのアピールにもつながっている。 

 

■ ＷＧとしてのまとめ 

 

 

 

 

 

 

  

◎商業施設内の交流スペース「まちスポ」を地域の住民やＮＰＯなどに提供。 

◎そこを運営するＮＰＯ「まちづくりスポット」に大和リースの社員が運営に

参画し、「ヒト・モノ・カネ・情報」の提供も行うことにより、地域の様々な

活動に対してスピーディーな支援体制を構築。 

◎新たに設立したＮＰＯ「まちづくりスポット」は、地域の商店街、住民、ＮＰ

Ｏ、テナント企業、学校のほか地域行政とも連携。商業施設内の交流スペース

を活用した情報発信などの取組をそれぞれと連携して実行。 

◎全国 11 か所の商業施設で展開・事業化。商業施設に地域コミュニティ創出の

場ができることにより、商業施設の魅力アップ（集客力の向上等）が図ら

れ、商業施設のテナント企業へのアピールにもつながっている。 
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（８）京都信用金庫 

「コミュニティ・バンク」 （ヒアリング日：令和３年５月 27 日） 

 

●「コミュニティ・バンク」がめざす経営姿勢 

顧客志向の経営姿勢を追及する、みんなで寄ってたかってソーシャルな地域をめざ

す、金融サービスを通じて地域社会における「社会的紐帯」や人々の絆を育むことを

基本理念とする、他。 

 

 

 

●金融機関の役割の変化 

金融機関の役割として、決済機能や仲介機能というこれまでの金融機関の役割に加

え、これからの金融機関の役割として課題解決機能が必須。課題解決機能とは、お客

様の事業の課題を解決したり、地域の社会課題を解決する機能。  
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●取組事例 「くらしのマッチング掲示板」 

職員が店頭窓口で顧客から聞いた困りごとや知りたい情報などを顧客の個人情報を

伏せた上で、職員専用のイントラネット掲示板に書き込むと閲覧した別の職員が返答

して、解決策を提供する取組み。令和３年４月の１か月を例にとると、238 件のテー

マに対し、5,343 件の返信があった。 

 

●取組事例 「ビジネスマッチング『ＱＵＥＳＴＩＯＮビル』」 

令和２年 11 月にオープン。ビル丸ごとイノベーションを起こすための創発拠点に

しようという考え方のもと、ビジネスマッチングを会員同士で自由に行うもの。会員

から質問があると、ネットワークと知見を持ったアソシエイトパートナーと協議を

し、48 時間以内に回答するという取組み。48 時間では解決できない質問に対して

は、必要に応じてその質問者も含めてプロジェクト方式で解決をしていく。 

 

■ ＷＧとしてのまとめ 

 

 

 

 

 

 

  

◎「コミュニティ・バンク」として、顧客志向の経営姿勢を追及する、みんなで

ソーシャルな地域をめざす、金融サービスを通じて地域社会における「社会的

紐帯」や人々の絆を育むことなどを理念とした経営姿勢。 

◎金融機関の役割として、決済機能や仲介機能というこれまでの金融機関の役

割に加え、これからの金融機関の役割として課題解決機能が必須。課題解決機

能とは、お客様の事業の課題を解決したり、地域の社会課題を解決する機能。 

◎顧客の悩みや日々の暮らしの困りごとの解決に向け、職員専用のイントラネ

ットを通じて返信する仕組み「くらしのマッチング掲示板」により解決策を提

供。 

◎社会の課題解決の一環として、「ビジネスマッチング」を行う場「ＱＵＥＳＴ

ＩＯＮビル」の運営により会員個々の課題解決に貢献。 

◎経営トップ自らが率先して取組をリードし、実現に向け対話型経営を行って

いる。 
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（９）株式会社高知銀行 

「お客さま（消費者）保護等の取組」 （ヒアリング日：令和３年５月 27 日） 

 

●取組の目的 

独自の「こうぎんＳＤＧｓ」宣言を制定し、地域の持続可能性の向上と経済の活性

化に貢献するため地域との協働を展開していく。 

 

●取組事例 

地域の学校や教育委員会等と共同で子ども向け金融セミナーを開催。 

 



 

24 
 

認知症の方やその家族が安心して暮らし続けられる地域づくりに貢献するため、新

入行員全員が認知症サポーターとなっている。 

 

 

■ ＷＧとしてのまとめ 

 

 

 

 

 

 

  

◎独自の「こうぎんＳＤＧｓ」宣言を制定し、地域の持続可能性の向上と経済の

活性化に貢献するため地域との協働を展開していく。 

◎地域の学校や教育委員会等と共同で、子ども向け金融セミナーを開催。 

◎認知症の方やその家族が安心して暮らし続けられる地域づくりに貢献するた

め、新入行員全員が認知症サポーターとなっている。 
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２ 地方公共団体ヒアリング結果まとめ 

（１）徳島県 

「消費者見守りネットワーク等を活用した情報提供」 

（ヒアリング日：令和３年５月６日） 

 

●とくしま消費者見守りネットワーク 

消費者庁は、実証に基づいた政策の分析・研究機能をベースとした消費者行政の発

展・創造の拠点として、徳島県に新未来創造オフィスを 2017 年７月に設置し、徳島県

等を実証フィールドとした分析・研究プロジェクト等を実施してきた。ここでは、徳島

県における見守りネットワーク等による消費者関連情報発信の取組を紹介する。 

「とくしま消費者見守りネットワーク」は、消費者庁新未来創造戦略本部と連携し、

全国展開を見据えたプロジェクトとして、高齢者、障がい者を始め若者を含めた幅広い

世代を対象として、見守り等必要な取組について情報交換、協議を行うことにより、市

町村における見守りネットワーク構築の機運醸成を図るとともに、その支援を行うこ

とを目的として設立された。 

 

徳島県の見守りネットワークでは、県からの依頼により、構成員である事業者に消費

者関連情報発信を発信してもらっている。 
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●取組事例「コロナウィルスに便乗した悪質商法への注意喚起」 

高齢者等の消費者被害を未然に防止するため、「消費者被害未然防止チラシ」を作成

し、県内に広く周知。 

 

●取組事例「徳島新聞販売店会「地域の絆」へ掲載」 

新聞販売店の協力によりコロナ詐欺対策をテーマとしたチラシを新聞に折込み配布。 
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徳島県の事業者を通じた情報提供ルートの全体像は下図のとおり。市町村見守りネ

ットワークでは、郵便局等と、とくしま消費者見守りネットワークでは、郵便局・報道・

運輸等と、とくしま消費者志向経営推進組織やとくしまエシカル消費者推進会議では

事業者団体と、それぞれ連携し、高齢者や障がい者、学生・生徒・保護者、地域住民に

消費者関連情報発信をしている。 

 

 

■ ＷＧとしてのまとめ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

◎徳島県は様々なルートにおいて、事業者経由での情報提供を行っている。見守

りネットワークを通じた情報提供ルートとしては、市町村見守りネットワーク

及びとくしま消費者見守りネットワークが設置されており、とくしま消費者志

向経営推進組織やとくしまエシカル消費推進会議から事業者団体を通じた情報

提供ルートもある。 

◎情報提供の方法としては、県や市町村から構成員である事業者に「依頼」する

ことにより、ネットワークに情報を提供している。 

◎とくしま消費者見守りネットワークでは、高齢者だけでなく「若者」を含めた

幅広い世代を対象としたネットワークとするため、教育委員会やＰＴＡ連合会

等の「教育機関」を情報ルートに加えている。 
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（２）横浜市 

「共創」 （ヒアリング日：令和３年５月 27 日） 

 

●共創に取り組む背景 

長期的に生産年齢人口を中心とした人口減少による税収減と財政需要の増大が見込

まれており、行政の知恵・力・資源だけで様々な社会課題の解決を目指すことが難し

くなっている。そのため、企業・大学・ＮＰＯ等民間の多様な主体と連携し、オープ

ンイノベーションを推進して社会課題を解決していくことを政策の基本姿勢の一つに

据えている。 

 

●共創の定義 
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●共創フロントの仕組み 

・「対話」の窓口とコーディネート機能として「共創フロント」を設置している。 

・共創フロントを活用した連携には、民間の提案を出発点とする「フリー型フロント

（発想提案型）」と、行政が課題を設定し、それに対して民間からの提案を受ける

「テーマ型フロント（課題提示型）」の２種類がある。 

・民間からの相談や提案を受け付けた共創推進室がコーディネーターとなって「対

話」を行い、長年蓄積してきた知見を基に実現性を見極め、民間と庁内各部局を結

び付けている。 

・民間提案はＷＥＢから常に行うことができるようにし、「機会の公平」を担保して

いる。したがって、必ず事業者選定の公募を行わなければならないものではなく、

提案事業者と提案内容に基づいて連携することも可能である。 

・この仕組みによる取組では、原則として行政側の費用負担は無い。 

 

 

●連携を希望する部局に求められること 

行政が課題を設定し、それに対して民間からの提案を受ける「テーマ型フロント

（課題提示型）」の場合、連携を希望する部局が募集シートを提出する必要がある。

そこでは、「提案を募集する背景・課題」、「希望する提案」、「想定する提案例」「民間

に提供できるメリット」等、詳細に提示する必要がある。 
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●取組事例 

多くの分野で取組事例があり、消費者行政分野での事例もある。情報提供に関する

連携は次の通り。 
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■ ＷＧとしてのまとめ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

◎「共創」とは、企業、ＮＰＯ、大学などの、多様な民間の方々と行政とが「対話」

を通じて連携を進め、それぞれが持つアイデアやノウハウ、資源などを活用す

ることで、社会や地域の課題に対し、新たな価値や解決策を“共に創り”上げ

ていくこと。 

◎共創フロントは民間からの相談や提案を受け付け、連携をコーディネートする窓

口。「対話」を行い、実現性を見極め、民間と庁内各部局を結び付けている。 

◎「機会の公平」を担保しており、公募によらず提案事業者と連携することも可能。 

◎原則として行政側の費用負担は無い。 

◎行政から提案を募集する場合、「提案を募集する背景・課題」、「希望する提案」、「想

定する提案例」「民間に提供できるメリット」等、詳細に提示する必要がある。 
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（３）大阪府 

「公民戦略連携」 （ヒアリング日：令和３年６月７日） 

 

●公民戦略連携に取り組む背景 

少子高齢化、人口減少などを背景として、行政だけで様々な社会課題を解決できる

時代ではなくなっており、企業・大学等の民間との幅広い連携やネットワークによっ

て社会を支えていくことが不可欠になっている。 

 大阪府では、平成 27 年２月に策定した「行財政改革推進プラン（案）」では、公民

連携の強化を改革の柱に位置づけ、同年４月に、民間との新たなパートナーシップを

実現することを掲げ、スピーディーで柔軟に双方向での連携を進めていけるよう、都

道府県では初となる公民連携の専任部署として「公民戦略連携デスク」を設置した。 

 

 

 

●公民戦略連携デスクの機能・体制 

・公民戦略連携デスクでは、①企業等からの提案を適切に受け止め、府庁内の各部局

とマッチングする一元的な窓口・相談機能、②その連携が円滑に進むようコーディ

ネートし、府庁内からの提案を企業等に伝えるバックアップ機能を担っている。 

・公民戦略連携デスクの体制について、令和３年度は、大阪府下の市町村における公

民連携の設置や取組を支援するため、14 名の職員うち市町村研修生が７名を占める

点が特徴の一つである。 
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●大阪府がめざす公民連携の姿 

・双方の強みを生かした連携 

スピード感や社会変化への対応力、多様な資源といった企業の強みと、信頼性・信用

性や公共性、安定性・継続性といった行政の強みを束ね、新しい価値を生み出す。 

・府民、企業等、行政にとっての「三方良し」 

公民戦略連携デスクにより、府民、企業や大学等の民間、行政の３者が「三方良し」

となる取組が生まれることを目指している。 

・まずは「対話」を行うことを重視している。 

 

●公民連携の手法 

・大阪府では、２種類の連携協定を設けており、一つは企業等と複数の部局との間で取

組を進める場合の「包括連携協定」、もう一つは企業等と特定の部局との取組みを進

める場合の「事業連携協定」である。 

・包括連携協定は公民戦略連携デスクが、事業連携協定は各部局がそれぞれ対応する。 

・包括連携協定の締結にあたっては、企業規模の要件はないものの、幅広い連携があり

（概ね、「防災・防犯」「福祉」「環境」など５以上の分野において、具体的な連携に

よる取組みが合計 10 項目以上あること）、かつ、その企業等の強みを生かした取組を

実施することとしている（令和３年４月大阪府公民連携ガイドライン）。 

・公民戦略連携デスクが窓口となる連携の取組みにおいては、公費の支出は行わない。 
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●具体的な連携の進め方 

 大阪府では、以下のような原則と視点で具体的連携を進めている。 

【原則】 

 

【視点】 

 

（令和３年４月大阪府公民連携ガイドラインより抜粋・引用） 
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●取組事例

令和２年度の取組事例は、次のとおり。

●ＷＧとしてのまとめ

◎「公民戦略連携」とは、民間と行政とが「対話」を行い、スピード感や社会変

化への対応力、多様な資源といった企業の強みと、信頼性・信用性や公共性、

安定性・継続性といった行政の強みを束ね、新しい価値を生み出すこと。

◎公民戦略連携デスクにより、府民、企業や大学等の民間、行政の３者が「三方

良し」となる取組が生まることを目指している。

◎公民戦略連携デスクが窓口となる場合、行政側の費用負担は無い。

◎主に、教育、健康、環境、防災等の消費者関連情報以外の分野の取組が多い。


